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道路橋における耐候性鋼材の適用環境評価指標については、飛来塩分量との相関についての実績

から、海岸線からの離隔距離に応じて無塗装での適用可否条件が定められている。しかし、鋼材の

腐食には、濡れ時間、風向風速、湿度、日射等様々な因子が影響するため、影響を加味しながら精

度を上げて精緻に総合的に評価できる指標が求められている。本研究（Ⅰ編）では、架橋位置固有

の環境条件と鋼材の腐食特性の関連付け手法の確立を目的として、複数の暴露試験法を組み合わせ

た実証実験を行い、適用環境評価の検討を行ったものである。 

The construction of weathering steel bridges is applicable in the region defined as the distance 
from the shoreline around Japan in the specifications for highway bridges. The evaluation is 
expected to be more accurate, because various causes, wet time, the direction of the wind, the 
velocity of the wind and so on, in addition to the distance from the coast influence the steel 
corrosion. Some demonstrated experiments are combined and examined for evaluation of the 
corrosion environment in the construction site of the weathering steel bridges on this study. 
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まえがき 
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3 月」において、飛来塩分量に着目した耐候性鋼材を無塗装で橋に用いることが出来る適

用環境評価指標が示されている。これをうけて道路橋示方書で、所定の方法で計測した飛

来塩分量が 0.05mdd を超えない地域、あるいは地域区分ごとに図で示された海岸線からの

距離を越える地域において使用することが出来るとされている。しかしながら、前掲の設
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このような背景から、本研究は、耐候性鋼材の試験片を 1 年間の短期暴露で得られる腐

食減耗量 ASMA を新たな適用環境指標としてとらえ、耐候性鋼橋の適用環境を評価する手

法として、短期暴露試験方法の検討、及び実橋と簡易架台において暴露試験による検証を

行ったものである。 
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